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【講演録】「日本における金融経済教育の課題と
J-FLECの果たす役割」

金融経済教育推進機構（J-FLEC, ジェイフレック）理事長　安 藤　聡

（以下、講演記録の概要）

私の略歴についてご紹介を頂きました。私は

2023 年 6 月まで 46 年間強にわたり金融機関と

一般企業でビジネスパーソンとして仕事をして

きましたが、2012 年から政府・各省庁が主催

する各種委員会や研究会において、主として企

業の経営改革あるいは価値向上の視点からイン

ベストメントチェーン全体の進化に関する様々

な提言をしてきました。特に、2022 年 7 月か

ら 2024 年 3 月まで東京証券取引所が主催する

市場区分見直しに関するフォローアップ会議の 

メンバーとして、PBR 1倍割れの問題について

指摘させて頂きました。そして、本年 2024 年

4 月から新たに発足した金融経済教育推進機構

（J-FLEC）の理事長に就任いたしました。

友人からは「今までとは全く違った仕事になっ

たね」とよく言われますが、インベストメント

チェーン全体の改革というテーマを考えた時に、

かねてより個人起点の発想が重要ではないかと

感じていましたので、金融庁から理事長職のオ

ファーがあった際も違和感はありませんでした。

企業であれ、機関投資家であれ、アセットオー

ナーであれ、個人の保有する金融資産をインベ

ストメントチェーンの中できちんと位置付けて

活用していくことが必要ですので、個人の家計

管理・生活設計・資産形成のあり方を変えるこ

とができれば社会そのものが劇的に変わる可能

性があると信じています。

本日は、日本金融学会秋季大会の場であり、

金融に詳しい方ばかりが参加されています。こ

のような機会に、まず私が皆さまに申し上げた

いのは、家計管理・ライフステージに合わせた

生活設計・長期視点の資産形成について学んだ

ことがある方は少ないという事実であり、金融

経済教育推進機構が新設された背景もまさにそ

こにあるということです。少なくとも数年前ま

では金融経済教育全般を体系的に学ぶ機会が、

学校でも企業の職域でも地域のコミュニティで

も提供されてこなかったという現実について最

初にお話ししたいと思います。

（「金融経済教育の重要性」の図表を参照）

そもそも個人が「①家計管理」をしっかりや

らなければ人生は豊かになりません。ライフス

本稿は、日本金融学会・秋季全国大会における金融経済教育推進機構（J-FLEC）安藤聡理事長の特別

講演の内容を紹介したものである（注）。司会による安藤理事長のプロフィールの紹介後、講演が始まった。



テージに合わせた「②生活設計」も非常に重要

です。あくまでも「資産形成」はその後に来る

ものであり、投資を始める際には「③金融商品

の選択」をする必要があります。そして、金融

経済全体の理解が乏しければ「④外部知見の活

用」もできません。金融リテラシーは一言で表

現すると「お金に関する知識と判断力」ですので、

日本における金融リテラシーが低い状況を改善

していかなければ、一人一人の長い人生は決し

て豊かになりません。

そのためには、幅広い金融経済教育を提供す

ることにより金融リテラシーを高める必要があ

ります。そして、金融リテラシーを高めること

ができれば、個人の金融行動が変わり、結果と

してファイナンシャル・ウェルビーイングが実

現できます。まさに個人起点によるインベスト

メントチェーン改革の一端を担うために、理事

長として責務を全うしてまいります。

では、金融経済教育の現状を見てみます

（「J-FLEC 設立の背景」の図表を参照）。

日本銀行が事務局である金融広報中央委員会

（注：J-FLEC の設立に伴い、2024 年 10 月末を

もって解散）が 3 年ごとに「金融リテラシー調査」

を実施しており、直近では 2022 年 7 月に公表さ

れています。18 歳から 79 歳までの 3 万人を対

象にしたアンケートですから有意な内容である

と認識できます。

その中で、一番注目したい結果が右上の円グ

ラフです。「金融経済教育を受けたことがありま

すか」という問いに対して、「受けたことがあり

ます」と答えた方は 7.1％しかいません。受けた

か受けていないかも分からないし、どうも受け

たことがなさそうだという方が残りの 92.9％で

す。

また、このアンケート調査で、更に私が注目し

ている点があります。それは、「金融経済教育は

これから進めていくべきですか」という問いに

対しては、71.8％の方が「そう思います」と答
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えている点です。一般論として、様々なアンケー

トでニーズを問う質問で 70％以上の方が「はい」

と答えるテーマはあまりないような気がします。

ということは、金融経済教育の圧倒的な不足が

日本社会の課題であると同時に、社会の一人一

人から是非充実すべきであるという、金融経済

教育促進に対する極めて強いニーズがあること

がはっきりしています。

一方で、金融経済教育は投資のためのもので

あれば必要ないとおっしゃる方がおられます。

しかし、金融経済教育で扱う内容は投資教育だ

けではありません。先程お伝えしたとおり、家

計管理、生活設計、資産形成から昨今社会問題

になっている SNS を通じた投資詐欺や金融トラ

ブルの抑止や防止の啓発を含めた広範なテーマ

を含んでいることを是非ご理解頂きたいと思い

ます。

（「J-FLEC 組織概要」の図表を参照）

これが J-FLEC の概要になります。J-FLEC は

「機構」という名前を冠していますが、金融サー

ビスの提供及び利用環境の整備等に関する法律

によって設立された金融庁所管の認可法人です。

因みに、類似の組織で皆さんが馴染みのあるの

は預金保険機構で、役割は違いますが、まさに

法律上は同様の建て付けになっています。

J-FLEC は今年 2024 年 4 月 5 日に設立された

ばかりですが、官民一体で運営されていますの

で、政府、日本銀行、業界団体である全国銀行協

会、日本証券業協会がそれぞれ出資しています。

なお、政府が過大な出資をしていると思われ

るかもしれませんが、これは組織立ち上げのた

めの初期費用（オフィスを借りたり、什器備品

を調達したりする費用）であり、決して政府に

大きく依存しているわけではありません。また、

民間といっても個別の金融機関ではなく、各業

界団体です。先程出資先として全銀協と日証協

を出しましたが、その他様々な業界団体からサ
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ポートを頂いています。現在、役職員数は約 70

名です。

（「ミッション・ビジョン・ロゴ」の図表を参照）

そして、J-FLEC のミッションに＜ファイナン

シャル・ウェルビーイングの実現＞を掲げまし

た。そして、ビジョンにおいて＜金融リテラシー

の向上を図るプラットフォーマーになる＞と宣

言しました。従来、業界団体や個別金融機関が

5 季刊　個人金融　2025 冬



特集　金融経済教育の将来展望

社会貢献活動の一環として金融経済教育を展開

してきたわけですが、個別最適になってしまっ

ていたり、横の連携が十分にとれていなかった

り、なかなか社会に金融経済教育が広まってい

かなかった背景があります。

金融経済教育推進機構という正式名称は長く

て硬い、加えて金融庁所管の認可法人と聞くと

個人の皆さんはハードルが高い印象が受けると

思いますので、あえて左下にある親しみやすい

ロゴを採用し、組織名も略称の J-FLEC をメイ

ンに使っていただきたいと思います。そのため

私は常に「J-FLEC 理事長の安藤です」と自己

紹介をしています。

それでは、掲げたミッションを実現するため

に、どういう事業をするかをご説明します。

（「ミッションの実現に向けた 3 ステップ」の図

表を参照）

まずステップ 1 として「講師派遣（出張授業）」

があります。学校や企業の職域に J-FLEC の講

師を派遣しています。それから、大規模な啓発

イベントやセミナーを J-FLEC が主催する、あ

るいは他の団体や個社と一緒に共同開催するこ

とをしています。これらは教育という脈絡で言

えば、一番分かりやすい活動（事業）になります。

一方で、金融リテラシーを高めていくために

は、一方通行の教育の場を提供するだけでは十

分ではありません。金融経済教育を受けて身に

付けた知識や判断力を実践に移すことで人生を

より豊かにすることができるからです。

したがって、ステップ 2 やステップ 3 まで知っ

て頂くと、J-FLEC は、そこまで踏み込むのか

と感じていただけるのではないかと思いますが、

個人の方から金融経済教育全般について個別相

談を受ける事業をもう一つの柱にしています。

J-FLEC は本年 8 月に本格始動したばかりで

すが、既に電話でおひとり最大 30 分の無料相談
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をスタートしました。一方で、ステップ 2 の事前

予約制の 1 時間の対面またはウェブでの無料相

談受付は 10 月から開始します（注：10 月 26 日に

受付開始済）。さらに、ステップ 3 は、後で述べま

す J-FLEC 認定アドバイザーの中で、マネープラ

ンの事業者として登録された方が個人の方から

有料で相談を受けた時に、相談料を補填する事

業です。相談料の世間相場は 1 時間 5,000 円か

ら 1 万円強ぐらいです。そうした場合に、例え

ば 1 時間 1 万円だったら、2,000 円だけ利用者の

方に自己負担して頂き、8,000円はJ-FLECがクー

ポン（電子クーポン）の形で最大 3 時間分まで事

業者の方にお渡しします。この事業は 11 月から

開始します（注：11 月 26 日に受付開始済）。

何を目的にしているかというと、基礎を学び、

さらに実践のために自身にとって何が必要なの

かを自分事として考えていただく機会を提供し

ていきたいのです。それは投資に関する相談だ

けではありません。例えば税金の問題や、住宅

を購入する際の住宅ローンに関する問題、保険

の活用など様々な相談を個人のニーズにあわせ

てオーダーメイドで受け付けます。個人の相談

事業とステップ 1 の学びの場の提供とのシナ

ジー効果により個人の金融意識と金融行動の変

容を図ります。「一人ひとりが描く」という意味

は、一人ひとりによって異なるファイナンシャ

ル・ウェルビーイングの実現に向けて積極的に

サポートをさせて頂きたいという想いを込めて

います。

（「J-FLEC 認定アドバイザー制度の創設」の図

表を参照）

先に「J-FLEC 認定アドバイザー」という呼称

をご紹介しました。具体的には、J-FLEC がその

方の資格と経験を総合的に判断して、アドバイ

ザーとして認定させて頂き、その方のプロフィー

ルを公表します。これは新たなシステムですが、

国家資格ではありません。
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（「J-FLEC 認定アドバイザー制度の全体」の図

表を参照）

それでは、J-FLEC 認定アドバイザーについて

ご説明します。J-FLEC 認定アドバイザーにな

ると、J-FLEC が主催するセミナーの講師や相

談事業の相談員等を有償でやって頂きます。し

たがって、この認定アドバイザーはボランティ

アではありません。認定アドバイザーだけで生

計を成り立たせるのは難しいかもしれませんが、

報酬をお支払いします。なお、認定アドバイザー

は、J-FLEC が関与するイベント外でも、例え

ばその肩書を使って個人の方から有料で相談を

受け付けることもできます。

ただし、ここで一つ縛りを入れているのは、

現在金融機関（銀行・証券会社・投資顧問会社

など）に勤務しておられる方や金融機関から

報酬を受け取っている方は認定アドバイザーに

はなれません。すなわちアドバイスの中立性

を担保するために、必要条件としています。ま

た、実践的なアドバイスをして頂く必要から、

J-FLEC として、そのための実践的な研修もき

ちんと実施します。

特に先ほど申し上げた有料の相談業務に従事

して頂く方は、経験豊富な方でなければお任せ

できないので、詳細なプロフィール（得意分野、

資格の保有状況、年代、など）を公表していた

だきます。誰に相談するのが良いだろうと思っ

た時の参考にして頂けるようなデータベースを

J-FLEC がホームページで公表します。

（「J-FLEC 事業概要」の図表を参照）

以上、J-FLEC の事業概要の 1 から 4 につい

てご説明しました。最後の「5．学校等への支援

事業」についてですが、高校であれ中学であれ、

学校を挙げて金融経済教育に関する研究活動を

積極的にやっておられるところは申請して頂き、

教育研究費の助成や教育活動のアドバイスをさ

せて頂きます。
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（「学習教材の無料提供」の図表を参照）

また、8 月 14 日に J-FLEC が作成しました標

準講義資料を年代別に 10 種類、既にホームペー

ジで公表しております。10 種類は、小学生向け

に低学年・中学年・高学年の 3 種類、それから

中学生用、高校生用、大学生用に 1 種類ずつ、

さらに社会人向けに若手・中堅・ベテラン用の

3 種類、それから既にリタイアしたシニア向け

に 1 種類、以上で計 10 種類です。

冒頭に、ライフステージに合わせた生活設計
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が重要であるとお話しました。当然のことなが

ら、学生と社会人とシニアの課題は全く異なり

ます。ですから、その世代が直面する課題に対

してきめ細かくテーマアップしています。した

がって、例えば社会人若手層向け標準講義資料

については、社会人として働き始めて、税金の

問題、国民年金や企業年金といった年金の問題、

資産形成、生命保険や損害保険など諸々の知識

を学んでいただくための、いわば教科書として、

多岐にわたる内容が含まれています。

なお、講師派遣の事業内容については、実施

件数や対象人数を増やすことは非常に重要です。

但し、質が伴わない限り件数も伸びません。よ

くメディアの取材で、理事長は件数優先ですか

ということを聞かれますが、「件数は重要であり、

KPI として把握していきますが、質を担保しな

いと件数は伸びません。ですから質も件数も同

時に重要です」と答えています。

（「（参考）金融リテラシー・マップ」の図表を参照）

これは参考ですが、金融リテラシー・マップ

についてです。「金融リテラシー・マップ」は、

金融経済教育における規範のような存在です。

これは金融庁が主導して 2013 年に発表したガイ

ドラインに基づき、2014 年に有識者をメンバー

とする金融経済教育推進会議が作成したもので

す。作成から期間が経過していますので、2023

年 6 月に内容が改訂されています。私どもが活

動する時の憲法は何かと言われれば、この金融

リテラシー・マップになります。また、先ほど

申し上げた各年代でどういう素養や知識が必要

なのかということは、この金融リテラシー・マッ

プにきめ細かく記載されています。

また、標準講義資料以外にも、各種の補助的

な学習教材もホームページにおいて無料で公開

しています。

そもそも教育には、硬いイメージがあります

が、金融経済教育の場合には、実践的でなけれ
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ば全く役に立ちませんので、啓発セミナー等も

どんどんやっていきます。また、こういう好事

例が蓄積されていけば、ホームページ等でご紹

介します。つまり好事例をまず作り、それを横

展開していきながら、全国津々浦々に金融経済

教育の活動に対する関心を広めていきます。

なお、既に終わっていますが、9 月 26 日に

SMBC グループと J-FLEC が共催したセミナー

では、企業の職域、すなわち従業員向けに、どう

いう金融経済教育が刺さるのかということを先

進事例も含めてご紹介しました。企業年金には

確定給付年金もあれば確定拠出年金もあります。

特に確定拠出年金については、経営者に継続教

育の努力義務が課されているにもかかわらず、

なおざりにしている企業も少なくありません。

年 1 回ホームページに周知しているだけのとこ

ろもあれば、ウェブで年に数回個別相談を受け

付けるという対応までしている企業もあります。

実は皆さんご存じのように、企業は人的資本

経営を強化しようと躍起になっています。人的

資本経営で、よく語られるのは女性の管理職比

率であるとか、若手の登用であるとか、ジョブ

型報酬制度です。もちろんこういうテーマも大

切ですが、従業員の流動化が進んでくると、企

業が従業員に対してどういう機会を提供できる

のか、ということが従業員の仕事に対するモチ

ベーションを維持するために非常に重要になっ

てきています。ですから、従業員に対して機会

を提供しない企業は、優秀な層が転職をしてい

きますので、特に中堅・中小企業は危機感を持っ

て対応されています。他の会社ではやっている

のに、なぜうちはやってくれないのか、という

突き上げが起こってくることも意識しながら、

このような啓発セミナーを積極的に実施してい

きます。

また、9 月 18 日には、消費者教育と金融経済

教育の融合を意図したディスカッションセミナー

を行いました。私自身は、消費者教育と金融経

済教育は違うものであると定義していますが、

重なる部分も多いと認識しています。消費者教

育というのは、モノやサービスを受ける、すな

わち購入する時が起点になります。一方、金融

経済教育というのは非常に幅広く、例えば、個

人が収入を得て税金を払い、手元に残った資金

で色々な経済活動をする、余裕資金が出てきた

ら投資にまわすといったことです。要はお金が

入ってきてから出るところまでですから、リテ

ラシーが上がれば個人起点でインベストメント

チェーンが進化するというふうに申し上げたの

は、こういう理由です。

一方、最近社会問題になっている SNS を通

じた投資詐欺や金融機関の窓口でのトラブルと

いったものは金融経済教育にも消費者教育にも

かかってきます。ですから、私どもは、全ての年

代の講義資料の中に、詐欺やトラブル防止といっ

た要素を盛り込んでいます。

既に小学校、中学校、高校では、金融経済教育

が始まっています。お子様やお孫様がいらっしゃ

る方は、是非どのような教科書を使っているの

か見て頂きたいと思います。小学校や中学校と

比べると高校のレベルが相対的に高いので、高

校の公民科および家庭科では、十数ページを割

いて、私が申し上げたような広義の金融経済教

育がテーマアップされている教科書もあります。

今、学校でこのようなことまで勉強しているの

か、目から鱗が落ちると思いますので、是非一

度ご覧ください。

（「J-FLEC の今後の展望」の図表を参照）

まとめです。J-FLEC が今後どういう姿になっ

ていきたいかという展望です。1 つ目は、中立

公正な組織として、偏りのない金融経済教育を
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特集　金融経済教育の将来展望

推進することです。この金融経済教育というの

は、決して投資のための知識だけではありませ

ん。家計管理、生活設計、資産形成、金融トラ

ブルの防止など、これらを幅広くテーマにして

います。

2 つ目は、我々 J-FLEC の役職員は、あくまでも 

コーディネーターとしての役目です。実際に教

育活動や相談業務を担って頂くのは、J-FLEC 認

定アドバイザーの方々です。金融機関を兼業し

ていないので、認定アドバイザーの中立・公正は

十分に担保されていますので、安心してご利用

頂きたいと思います。なかなか金融機関に相談

に行くのは敷居が高いとお感じの方も多いと思

います。なぜなら、そこで金融商品を販売してい

るからです。1 時間も相談して何も買わずに帰

るのはちょっと抵抗がある、あるいは相談に行っ

たら必ず営業をかけられるのではないか、それ

は望んでいないという方もおられると思います。

J-FLEC 認定アドバイザーが担う活動では、こ

ういったことは全く心配する必要はありません。

逆に言いますと、認定アドバイザーが陰で商品

を紹介したり、金融機関を斡旋したりというこ

とが分かれば、我々は毅然として認定を取り消

します。ですから、全くご心配頂かなくて結構

です。

今まで様々な団体が社会貢献活動として金融

経済教育を進めてきたのですが、なかなか広が

りが見られなかったというのは、主催者が業界

団体だったり、個別の金融機関だったりするこ

とも一因ではないかと思います。実は業界団体

や個別金融機関は、そのような意図は全く持っ

ていません。ただ一方で、傘下の資産運用会社

や販売会社などが特定のお客さまを集めた商品

説明会をやっていますので、個人の方から見る

と、社会貢献としての金融経済教育セミナーと、

商品販売のためのイベントが混同されてしまっ

ているのも事実です。

私どもが相対するステークホルダーは、国民

一人一人の個人です。学校、あるいは職域が教

育の場になっても、最終的にはそこで学ぶ生徒

さん、あるいはそこで働く従業員の方々であり、

我々がお一人お一人と向き合うということです。
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ちょっと大風呂敷かもしれませんが、誰一人取

り残さない学びの場を全国津々浦々にあまねく

提供してまいりたいと考えています。

最後になりますが、J-FLEC のキャッチフレー

ズは「お金の知識をあなたの力に」です。「あな

たの力に」で止めていますが、あえて理事長と

して申し上げたいのは、私はこの後に、「より良

い社会を作る原動力になります」という強い想

いを込めています。ですから、事業は始めたば

かりで、まだ成果をご紹介するところまで行っ

ていませんが、ぜひ今後の活動にご期待頂くよ

うお願いいたします。

日本における金融教育元年というのは 2005 年

であると言われています。それ以降、だいぶ経っ

ていますが、冒頭にお示ししたように、金融経

済教育的な活動はそれほど進展をしていません。

但し、既に小学校、中学校、高校の教科書には、

学習指導要領に基づいて、金融経済教育がテー

マとして入っています。私自身は、ご説明して

きました J-FLEC の事業を推進し、かつ関係の

団体ともうまく連携することにより、今後振り

返った時に、2024 年度、まさに J-FLEC がスター

トした年度が、「金融経済教育再生元年」であっ

たと思って頂けるような活動を積極的にしてま

いりたいと考えています。

本日はご清聴いただき、誠にありがとうござ

いました。

【注】

2024 年 10 月 12 日、沖縄コンベンションセンター

において開催された講演を、編集委員で文字起こし

を行い、J-FLEC で編集したものである。この講演

記録の掲載にご承諾頂いた J-FLEC 安藤理事長と日

本金融学会、及び、掲載に向けご尽力を頂いた家森

信善 J-FLEC 運営委員長（神戸大学経済経営研究所

教授）に感謝の意を表する。

あんどう　さとし
1977 年慶應義塾大学法学部卒業、㈱東京銀行（現㈱三菱
UFJ 銀行）入行、本店営業部・ニューヨーク・大阪支店・
人事・日本国債トレーディング・外国債券ポートフォリオ運
用・法人営業企画・合併委員会小委員会事務局・検査企画・
資産運用企画（副部長）・ジャカルタ支店（支店長）を経て、
2007 年㈱三菱東京 UFJ 銀行退職。2007 年オムロン㈱入
社、常勤監査役、2011 年執行役員経営 IR 室長、2015 年
執行役員常務グローバル IR・コーポレートコミュニケーショ
ン本部長、2017 年 6月取締役に就任、社長指名諮問委員会、
人事諮問委員会、報酬諮問委員会各副委員長、2023 年 6
月オムロン㈱退社。2024 年 4 月より金融経済教育推進機
構（J-FLEC）の理事長に就任、現在に至る。  
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